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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第114期

中間会計期間
第115期

中間会計期間
第114期

会計期間
自 2024年４月１日
至 2024年９月30日

自 2025年４月１日
至 2025年９月30日

自 2024年４月１日
至 2025年３月31日

売上高 (千円) 2,592,872 2,434,294 4,857,640

経常損失（△） (千円) △71,753 △54,416 △330,224

中間純利益又は中間（当期）純
損失（△）

(千円) △72,781 24,784 △338,856

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) ─ ─ ─

資本金 (千円) 30,000 30,000 30,000

発行済株式総数 (株) 2,306,300 2,306,300 2,306,300

純資産額 (千円) 3,398,075 3,135,586 3,112,977

総資産額 (千円) 9,130,365 9,174,505 9,136,253

１株当たり中間純利益又は１株
当たり中間（当期）純損失
（△）

(円) △32.24 11.12 △150.47

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益

(円) ─ ─ ─

１株当たり配当額 (円) ─ ─ 5.00

自己資本比率 (％) 36.9 33.9 33.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 31,716 245,240 △179,214

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △338,382 △1,783 △1,044,630

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 168,827 31,733 754,914

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(千円) 2,214,357 2,158,660 1,883,089
 

(注) １　当社は、中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２　持分法を適用した場合の投資利益については、重要性の乏しい非連結子会社のみのため、記載しておりませ

ん。

３　前期及び前中間会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式は存在する

ものの、１株当たり純損失であるため、記載しておりません。

４　当中間会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存

在しないため、記載しておりません。

 
２ 【事業の内容】

 

当中間会計期間において、当社において営まれている事業の内容について、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当中間会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判

断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」

についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 
２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 

文中の将来に関する事項は、当中間会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

 

（1）経営成績の状況の分析

当中間会計期間（2025年4月1日～2025年9月30日）におけるわが国経済は、インバウンド需要の継続や雇

用・所得環境の改善を背景に景気は穏やかな回復基調を維持したものの、物価の上昇傾向が継続しており、個

人消費への影響も懸念される中、米国の関税政策等による国内景気の下振れリスクの高まり等、予断を許さな

い状況であり、先行き不透明な状況のまま推移しました。

一方海外では、不安定な国際情勢を背景とする原油価格や原材料価格の高止まりは継続し、米国の関税政策

に加え、中国・欧州経済の低迷の長期化、中東情勢の緊迫化の影響による海外景気の下振れリスク、円安及び

世界的な物価高騰が継続し、先行きは依然として不透明な状況であります。

鋳造業界をとりまく経営環境は、産業機械関連向け需要が、特に米国の高金利政策に伴う米国建機市場の在

庫調整等がほぼ終了し、当初は回復基調でしたが、関税政策の実施により当該市場は様子見の状況です。主原

料である鉄スクラップ価格相場は、昨年度からの値下がり傾向が底を突いた様子でした。また、銑鉄に関して

も、値下り傾向も底を突いた様子です。

このような経営環境の中で、当社の2026年３月期中間会計期間の業績は、売上高は2,434百万円（前年同期

比158百万円減、6.1％減）となりました。利益面につきましては、営業損失58百万円（前年同期営業損失75百

万円）、経常損失54百万円（前年同期経常損失71百万円）、中間純利益24百万円（前年同中間純損失72百万

円）となりました。

セグメントの業績は、次のとおりであります。

①鋳物事業

売上高は、産業機械関連向けの部品をはじめとして全ての部品が減少したことにより2,310百万円（前年

同期比159百万円減、6.5％減）となりました。利益面につきましては、生産性向上及び製造諸経費の削減

等、収益改善に努めましたが、営業損失は122百万円（前年同期営業損失132百万円）となりました。

②不動産賃貸事業

売上高は72百万円（前年同期比0百万円減、0.8％減）となりました。営業利益は30百万円（前年同期比2

百万円増、7.8％増）となりました。

③発電・売電事業

売上高は51百万円（前年同期比1百万円増、3.4％増）となりました。営業利益は33百万円（前年同期比5

百万円増、20.4％増）となりました。
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（2）財政状態の状況の分析

当中間会計期末における総資産は、9,174百万円（前年度末比38百万円の増加）となりました。

流動資産は、現金及び預金の増加175百万円、受取手形及び売掛金の増加40百万円、電子記録債権の増加7百

万円、仕掛品の減少97百万円等により3,908百万円（前年度末比32百万円の増加）となりました。

固定資産は、機械装置及び運搬具の減少64百万円、土地の減少94百万円、投資有価証券の増加113百万円等

により、5,266百万円（前年度末比5百万円の増加）となりました。

流動負債は、支払手形及び買掛金の減少50百万円、１年内長期借入金の増加86百万円、未払金の減少32百万

円等により、1,764百万円（前年度末比59百万円の増加）となりました。

固定負債は、長期借入金の減少28百万円等により4,274百万円（前年度末比43百万円の減少）となりまし

た。

純資産の残高は、3,135百万円（前年度末比22百万円の増加）となりました。

 
(3) キャッシュ・フローの状況

当中間会計期間における現金及び現金同等物の中間期末残高は、前事業年度末に比べ275百万円増加し、

2,158百万円となりました。

「営業活動によるキャッシュ・フロー」は、245百万円の収入（前年同期比213百万円の増加）となりまし

た。これは税引前中間純利益27百万円、未払消費税等の増加144百万円が主なものであります。

「投資活動によるキャッシュ・フロー」は、1百万円の支出（前年同期338百万円の支出）となりました。こ

れは有形固定資産の取得による支出102百万円、有形固定資産の売却による収入164百万円、投資有価証券の取

得による支出99百万円が主なものであります。

「財務活動によるキャッシュ・フロー」は、31百万円の収入（前年同期比137百万円の減少）となりました。

長期借入れによる収入500百万円および長期借入金の返済による支出442百万円が主なものであります。

 
 （4）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

当中間会計期間において、当社の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定に重要な変更はありません。

 

(5) 経営方針・経営戦略等

当中間会計期間において、当社の経営方針・経営戦略等に重要な変更はありません。

 

(6) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題は

ありません。

 

(7) 研究開発活動

当中間会計期間の研究開発費の総額は1百万円であります。

なお、当中間会計期間において当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(8) 経営成績に重要な影響を与える要因

当社を取り巻く環境は、主要取引先である小型建設機械業界、自動車業界の受注が激減することにより、当

社の操業度の大幅な低下を招くことがあります。それにより、収益の大幅な減少を余儀なくされ、当社の経営

に与える影響が非常に大きいと認識しております。

 

(9) 主要な設備

該当事項はありません。

 
３ 【重要な契約等】

 

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 5,000,000

計 5,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(2025年９月30日)

提出日現在発行数
(株)

(2025年11月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 2,306,300 2,306,300
　名古屋証券取引
所　メイン市場

　単元株式数は100株　　
であります。

計 2,306,300 2,306,300 ― ―
 

 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

 

該当事項はありません。

 
 
② 【その他の新株予約権等の状況】

 
該当事項はありません。

 

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 

該当事項はありません。

 

 
(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2025年９月30日 ― 2,306,300 ― 30,000 ― 1,065,799
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(5) 【大株主の状況】

2025年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

有限会社大西屋 愛知県西尾市桜木町四丁目35番地 806 36.3

株式会社マキタ 愛知県安城市住吉町三丁目11番８号 110 5.0

阪部工業株式会社 愛知県西尾市中畑町水荒井８番地 96 4.3

西尾信用金庫 愛知県西尾市寄住町洲田51番地 84 3.8

篠原　寛 愛媛県今治市 78 3.5

中鋳工投資会 愛知県西尾市港町６番地６ 59 2.7

加藤　俊哉 愛知県西尾市 57 2.6

川端　知美 兵庫県神崎郡市川町 55 2.5

高須　孝 愛知県安城市 52 2.4

飯島　巧市郎 千葉県柏市 44 2.0

計 ― 1,445 65.1
 

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2025年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 82,300
 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 2,205,200
 

22,052 ―

単元未満株式 普通株式 18,800
 

― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 2,306,300 ― ―

総株主の議決権 ― 22,052 ―
 

(注)単元未満株式のうち75株は、自己株式であります。

② 【自己株式等】

2025年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

（自己保有株式）
中日本鋳工株式会社

愛知県西尾市港町６番地６ 82,300 ─ 82,300 3.57

計 ― 82,300 ─ 82,300 3.57
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２ 【役員の状況】

 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当中間会計期間までの役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．中間財務諸表の作成方法について

当社の中間財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、財務諸表等規則第１

編及び第３編の規定により第１種中間財務諸表を作成しております。

 

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間会計期間(2025年４月１日から2025年９月30日ま

で)に係る中間財務諸表について、五十鈴監査法人による期中レビューを受けております。

 

 

３．中間連結財務諸表について

「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号)第95条第２項により、当社で

は、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目からみて、当企業集団の財政状

態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとして、中

間連結財務諸表は作成しておりません。　
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１ 【中間財務諸表】

(1) 【中間貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(2025年３月31日)
当中間会計期間
(2025年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 2,268,141 2,443,660

  受取手形及び売掛金 467,414 507,931

  電子記録債権 408,478 415,981

  商品及び製品 115,247 127,792

  仕掛品 390,113 292,953

  原材料及び貯蔵品 52,886 59,087

  その他 173,233 61,061

  流動資産合計 3,875,515 3,908,467

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 1,068,259 1,012,409

   機械装置及び運搬具（純額） 832,016 767,547

   工具、器具及び備品（純額） 43,935 47,383

   土地 2,146,423 2,051,503

   リース資産（純額） 121,452 110,637

   建設仮勘定 28,395 39,553

   有形固定資産合計 4,240,483 4,029,035

  無形固定資産   

   ソフトウエア 10,945 11,066

   無形固定資産合計 10,945 11,066

  投資その他の資産   

   投資有価証券 497,999 611,080

   その他 511,310 614,854

   投資その他の資産合計 1,009,309 1,225,935

  固定資産合計 5,260,737 5,266,037

 資産合計 9,136,253 9,174,505
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(2025年３月31日)
当中間会計期間
(2025年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 289,486 239,207

  電子記録債務 270,685 251,064

  短期借入金 10,000 10,000

  1年内返済予定の長期借入金 867,057 953,071

  リース債務 28,107 28,589

  未払金 96,466 63,636

  未払費用 57,973 70,782

  未払法人税等 1,363 1,363

  賞与引当金 62,467 65,615

  その他 21,347 80,910

  流動負債合計 1,704,955 1,764,242

 固定負債   

  長期借入金 3,894,351 3,865,358

  長期リース債務 104,876 93,697

  繰延税金負債 150,312 155,055

  役員退職慰労引当金 122,272 121,966

  その他 46,507 38,599

  固定負債合計 4,318,320 4,274,676

 負債合計 6,023,276 6,038,918

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 30,000 30,000

  資本剰余金 2,572,860 2,572,860

  利益剰余金 428,552 442,216

  自己株式 △44,273 △44,316

  株主資本合計 2,987,139 3,000,762

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 96,237 105,226

  評価・換算差額等合計 96,237 105,226

 新株予約権 29,600 29,600

 純資産合計 3,112,977 3,135,586

負債純資産合計 9,136,253 9,174,505
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(2) 【中間損益計算書】

           (単位：千円)

          前中間会計期間
(自 2024年４月１日
　至 2024年９月30日)

当中間会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

売上高 2,592,872 2,434,294

売上原価 2,383,075 2,228,271

売上総利益 209,796 206,023

販売費及び一般管理費   

 荷造運搬費 105,564 101,433

 給料及び手当 38,217 40,526

 その他 141,972 122,096

 販売費及び一般管理費合計 285,754 264,055

営業損失（△） △75,958 △58,032

営業外収益   

 受取利息 348 2,166

 受取配当金 5,896 9,522

 助成金収入 8,728 1,153

 補助金収入 ─ 10,252

 その他 4,136 5,409

 営業外収益合計 19,109 28,503

営業外費用   

 支払利息 14,754 24,602

 その他 150 285

 営業外費用合計 14,904 24,888

経常損失（△） △71,753 △54,416

特別利益   

 固定資産売却益 6,310 40,447

 補助金収入 ─ 45,892

 特別利益合計 6,310 86,339

特別損失   

 固定資産処分損 3,163 3,198

 投資有価証券評価損 2,811 ─

 減損損失 ─ 777

 特別損失合計 5,975 3,976

税引前中間純利益又は税引前中間純損失(△） △71,417 27,946

法人税等 1,363 3,162

中間純利益又は中間純損失（△） △72,781 24,784
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(3) 【中間キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前中間会計期間
(自 2024年４月１日
　至 2024年９月30日)

当中間会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前中間純利益又は税引前中間純損失（△） △71,417 27,946

 減価償却費 132,542 149,327

 減損損失 ─ 777

 固定資産処分損益（△は益） △3,147 △37,249

 賞与引当金の増減額（△は減少） 5,360 3,147

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 5,125 △306

 受取利息及び受取配当金 △6,244 △11,688

 支払利息 14,754 24,602

 助成金収入 △8,728 △1,153

 補助金収入 ─ △56,144

 売上債権の増減額（△は増加） 460,905 △48,019

 棚卸資産の増減額（△は増加） △168,309 78,413

 仕入債務の増減額（△は減少） △213,750 △76,735

 未払金の増減額（△は減少） 57,851 △55,447

 長期未払金の増減額（△は減少） △4,737 △4,737

 未払費用の増減額（△は減少） △14,123 12,809

 前払年金費用の増減額（△は増加） 8,915 △36,658

 未払消費税等の増減額（△は減少） △54,826 144,452

 その他 △56,139 64,028

 小計 84,029 177,366

 利息及び配当金の受取額 6,244 9,687

 利息の支払額 △14,998 △23,920

 助成金の受取額 8,728 1,153

 補助金の受取額 ─ 56,144

 法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △52,287 24,809

 営業活動によるキャッシュ・フロー 31,716 245,240

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △100,000 ─

 定期預金の払戻による収入 ─ 100,052

 有形固定資産の取得による支出 △205,515 △102,089

 有形固定資産の売却による収入 15,794 164,866

 無形固定資産の取得による支出 ─ △3,031

 投資有価証券の取得による支出 △300 △99,937

 投資有価証券の売却による収入 ─ 586

 関係会社株式の取得による支出 △17,217 ─

 関係会社貸付による支出 △17,850 △53,360

 関係会社貸付金の回収による収入 ─ 9,220

 貸付けによる支出 ─ △17,555

 保険積立金の積立による支出 △535 △535

 出資金の払込による支出 △12,758 ─

 投資活動によるキャッシュ・フロー △338,382 △1,783

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） △96,500 ─

 長期借入れによる収入 770,000 500,000

 長期借入金の返済による支出 △428,155 △442,979

 リース債務の返済による支出 △42,553 △14,123

 配当金の支払額 △33,860 △11,120

 自己株式の取得による支出 △103 △43

 財務活動によるキャッシュ・フロー 168,827 31,733

現金及び現金同等物に係る換算差額 176 378

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △137,662 275,570

現金及び現金同等物の期首残高 2,352,019 1,883,089

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※  2,214,357 ※  2,158,660
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【注記事項】

 

(中間財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

(税金費用の計算)

税金費用については、当中間会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税

率を合理的に見積り、税引前中間純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。ただし、当該見積実効

税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合については、法定実効税率を使用する方

法により計算した金額を計上しております。

 
 
 

(中間キャッシュ・フロー計算書関係)

 

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりで

す。

 
前中間会計期間

(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

当中間会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

現金及び預金 2,399,357千円 2,443,660千円

預入期間が３ヶ月超の定期預金 △185,000　〃 △285,000　〃

現金及び現金同等物 2,214,357千円 2,158,660千円
 

 

 

(株主資本等関係)

 

前中間会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

 

　１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年6月27日
定時株主総会

普通株式 33,860 15.00 2024年３月31日 2024年６月28日 利益剰余金
 

 
　２．基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。

 
 

当中間会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

 

　１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年6月27日
定時株主総会

普通株式 11,120 5.00 2025年３月31日 2025年６月30日 利益剰余金
 

 
　２．基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

 
Ⅰ 前中間会計期間(自 2024年４月１日 至 2024年９月30日)

 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

  (単位：千円)

 
報告セグメント

合計
鋳物事業 不動産賃貸事業 発電・売電事業 計

売上高      

 顧客との契約から生じる収益 2,470,240 ─ 49,589 2,519,829 2,519,829

 その他の収益 ─ 73,042 ─ 73,042 73,042

　外部顧客への売上高 2,470,240 73,042 49,589 2,592,872 2,592,872

　セグメント間の内部売上高
　又は振替高

─ ─ ─ ─ ─

計 2,470,240 73,042 49,589 2,592,872 2,592,872

セグメント利益又は損失(△) △132,660 28,641 28,059 △75,958 △75,958
 

 
２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 
 
Ⅱ 当中間会計期間(自 2025年４月１日 至 2025年９月30日)

 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

  (単位：千円)

 
報告セグメント

合計
鋳物事業 不動産賃貸事業 発電・売電事業 計

売上高      

 顧客との契約から生じる収益 2,310,600 ─ 51,251 2,361,852 2,361,852

 その他の収益 ─ 72,442 ─ 72,442 72,442

　外部顧客への売上高 2,310,600 72,442 51,251 2,434,294 2,434,294

　セグメント間の内部売上高
　又は振替高

─ ─ ─ ─ ─

計 2,310,600 72,442 51,251 2,434,294 2,434,294

セグメント利益又は損失(△) △122,681 30,878 33,770 △58,032 △58,032
 

 
２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

鋳物事業において、777千円の減損損失を計上しております。

 
(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項(セグメント情報等)」に記載のとおりであります。
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(１株当たり情報)

１株当たり中間純利益金額又は１株当たり中間純損失金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前中間会計期間

(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

当中間会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

(1) １株当たり中間純利益金額又は１株当たり
　　中間純損失金額（△）

△32円24銭 11円12銭

   (算定上の基礎)   

   中間純利益金額又は中間純損失金額（△）
　　(千円)

△72,781 24,784

   普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

   普通株式に係る中間純利益金額又は中間
　　純損失金額（△）(千円)

△72,781 24,784

   普通株式の期中平均株式数(株) 2,257,269 2,228,760

（2）潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額 ─ ─

　　(算定上の基礎)   

　　中間純利益調整額(千円) ─ ─

　　普通株式増加数(株) ─ ─

 　（うち新株予約権(株)） ─ ─

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
中間純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前事業年
度末から重要な変動があったものの概要

─ ─

 

(注) １　前中間会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式は存在するものの、１株当た

り中間純損失であるため、記載しておりません。

２　当中間会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存

在しないため、記載しておりません。

 
２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の中間財務諸表に対する期中レビュー報告書
 

2025年11月13日

中日本鋳工株式会社

取締役会  御中

五 十 鈴 監 査 法 人

　本部・津事務所
 

指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士 端地　忠司  
 

 

指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士 船越　勇輝  
 

 

 監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている中日本鋳工株

式会社の2025年４月１日から2026年３月31日までの第115期事業年度の中間会計期間（2025年４月１日から2025年９月

30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間キャッシュ・フロー計算書及び

注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、中日本鋳工株式会社の2025年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点に

おいて認められなかった。

 
 監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行っ

た。期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記

載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に

適用される規定を含む。）に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし

ている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 
 中間財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間財務諸表を作成することが適切である

かどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 
 中間財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間財

務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レ

ビュー手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間財務諸表において、我が国において一般に公正妥当

と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論

付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間財
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務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間財務諸表の注記事項が適切でない場合

は、中間財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レ

ビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続でき

なくなる可能性がある。

・ 中間財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間財務諸表の表示、構成及

び内容、並びに中間財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められな

いかどうかを評価する。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事

項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並び

に監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場

合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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